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第4章 関係地域 

4.1 環境に影響を及ぼす地域の基準 

本事業に係る環境に影響を及ぼす地域は、「さいたま市環境影響評価条例施行規則」（平成

17 年、さいたま市規則第 26 号）の第 4 条の別表第 2 に基づき、「対象事業が実施される区域

の周囲 1.5 キロメートル以内の地域」を基準として設定した。 

 

4.2 関係地域 

前項の基準に基づき設定した本事業に係る環境に影響を及ぼす地域は図 4.2-1に示すとお

りであり、さいたま市内の 2 区、さいたま市以外の 4 市 1 町の一部が含まれる。 

 

・さいたま市西区 

・さいたま市桜区 

・上尾市 

・川越市 

・富士見市 

・志木市 

・川島町 
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図 4.2-1 関係地域
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第5章 調査計画書について環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要 

5.1 調査計画書 

「さいたま市環境影響評価条例」（平成 15 年、さいたま市条例第 32 号）第 9 条に基づき、

表 5.1-1 に示すとおり「環境影響評価調査計画書」の縦覧を行った。 

また、同第 10 条に基づき、公告日から縦覧期間満了後 2 週間までの間、環境の保全の見地

からの意見を有する者からの意見書を受け付けた。 

 

表 5.1-1 調査計画書の縦覧概要 

調査計画書の縦覧期間 令和元年 5月 7 日～令和元年 6 月 7 日 

意見書の受付期間 令和元年 5月 7 日～令和元年 6 月 21 日 

縦覧場所 さいたま市環境対策課、さいたま市内各区役所情報公開コーナー、

さいたま市内各図書館、馬宮公民館、植水公民館、大久保公民館、

大久保東公民館、川越市環境政策課、上尾市環境政策課、 

志木市環境推進課、富士見市環境課、川島町町民生活課 

 

5.2 環境の保全の見地からの意見の概要 

環境の保全の見地からの意見を有する者からの意見について、項目ごとに整理した。主な

意見の概要は表 5.2-1 に示すとおりである。 

 

表 5.2-1（1） 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要 

項目 意見の概要 

水象 囲繞堤の存在により出水時に上流側で河川水が長時間滞留することが懸念される。 

表流水について調査を実施し、工事中及び供用後の表流水への影響について評価する必

要がある。 

環境影響要因として、仕切堤、囲繞堤の工事、仕切堤、囲繞堤の存在・供用に伴う地下

水変化を項目として追加する必要がある。 

地象 地盤改良工事に伴い、周囲の地形に対して影響を及ぼす可能性がある。 

環境影響要因として、仕切堤、囲繞堤の工事、仕切堤、囲繞堤の存在・供用に伴う地盤

変化を項目として追加する必要がある。 

動物 哺乳類、鳥類の調査区域は一律ではなく、区分けすべきである。 

鳥類は右岸側と左岸側を行き来しているため、右岸側２ｋｍの範囲を調査範囲とすべき

である。 

チョウゲンボウ等の出現状況を踏まえ、猛禽類の調査範囲を景観と同様の範囲に拡大

し、調査地点として横堤の西端を追加する必要がある。 

荒川河川敷のヨシ原には放棄水田のヨシ原があり、オオヨシキリやヨシゴイが繁殖のた

めに飛来するなど、水田とヨシ原を往来する生き物の生息や繁殖の場となっているた

め、事業の実施にあたり配慮する必要がある。 

調節池の建設に当たり、食物連鎖の基盤的存在のカエル類が生き残れるかどうかが重要

な課題である。カエル類は種ごとに生態が異なるので、目標種を定め、その目標種の生

息環境の再生を、調節池事業の中で計画的に進める必要がある。 
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表 5.2-1（2） 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要 

項目 意見の概要 

動物 集落跡地周辺にはシュレーゲルアオガエル・ニホンアカガエル・トウキョウダルマガエ

ル・ニホンアマガエルの在来種 4 種が生息しており、事業の実施にあたり配慮すること

が必要である。 

ヘイケボタルについて、夜間照明を遮る樹木と、湿潤な草地を取り戻し、地域遺伝子の

存続に調節池事業の中で取り組むべきである。 

ヘイケボタルの生息場所について、情報の取り扱いには十分な注意が必要である。 

工事用道路や調節池の存在により、従来移動できていた生物が孤立する可能性がある。

個体群を孤立させないような手法について、検討する必要がある。 

湛水時の水田を対象とした動物調査を実施する必要がある。 

調査計画書のｐ5-153 について、表 5-161 の種数と本文中に示された種数が不整合であ

る。 

植物 改変される地域の面積と植物の種数、量について、現況の把握と供用後の予測評価を行

うべきである。 

荒川河川敷のヨシ原には放棄水田のヨシ原があり、以下の絶滅危惧種が生育しているた

め、事業の実施にあたり配慮が必要である。 

イヌスギナ・シロバナサクラタデ・ハンゲショウ・アズマツメクサ・タコノアシ・ウス

ゲチョウジタデ・エキサイゼリ・ミゾコウジュ・ヒメナミキ・ゴキヅル・フジバカマ・

オグルマ・ホソバオグルマ・ヘラオモダカ・ウマスゲ・マツカサススキ・ヌマアゼスゲ 

荒川河川敷のヨシ原には氾濫原野のヨシ原（湿生草原）があり、以下の種が生育してい

るため、事業の実施にあたり配慮が必要である。 

コヒロハハナヤスリ・ヒロハハナヤスリ・ノダイオウ・ノカラマツ・ナガボノシロワレ

モコウ・ノウルシ・シムラニンジン・ヌマトラノオ・チョウジソウ・コカモメヅル・ハ

ナムグラ・バアソブ・ノニガナ・アマナ 

シムラニンジンについて、田島ケ原サクラソウ自生地でも少数が孤立状況で長年続いて

いることから、種子を保護することが必要である。 

ノダイオウについて、形態的に似たものは全域で見られるが、殆どが外来種ナガバギシ

ギシと交雑しているので、種子を確認して保護することが必要である。 

ヒロハハナヤスリ、コヒロハハナヤスリについて、春の一時期だけ地上部の栄養葉と胞

子葉が観られるが、地面に接して生育しているため、乾燥や伐開など環境の変化に弱

い。普通に群生していたが河川敷の土地改変・伐開により僅かになっている。自生地の

保護が必要である。 

荒川河川敷の水田と畔には以下の種が生育しているため、事業の実施にあたり配慮する

ことが必要である。 

シャジクモ・ミズワラビ・ヒメミソハギ・オオアブノメ・キクモ・カワヂシャ・タウコ

ギ・ウリカワ・ミズオオバコ・ミズアオイ・ヒロハイヌノヒゲ・イチョウウキゴケ・コ

イヌガラシ 

既存資料調査で、「国の特別天然記念物田島ケ原サクラソウ自生地」関連の資料を追加

すること。 

荒川流域を代表する湿生草地の植物遺伝子を「田島ケ原サクラソウ自生地」だけで守る

ことはできないので、事業において、荒川第二調節池内の原野の保全管理を行う必要が

ある。 

この原野には、サクラソウが生育可能な立地条件が存在するので、サクラソウの導入も

課題である。 

湿生原野を代表するサクラソウの再生は荒川第二・第三調節池事業のシンボルとなる取

組である。 
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表 5.2-1（3） 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要 

項目 意見の概要 

植物  塚本横堤防から、荒川総合運動公園にかけて存在する表土には、多くの水田野草の種子

が存在し、貴重な未来へ引き継ぐ財産であるから、この土壌を消失させないこと。 

掘削した土砂には埋土種子等があり、この地域の遺伝資源や微生物が多く含まれている

ため、植生の復元や、堤体の表土として、掘削土砂を有効的に活用する計画を立案し、

評価すべきである。 

堤体の法面の緑化にあたっては、植生が外来種ばかりにならないよう、既往の調査成果

を活用し、草地植生の専門家の協力を仰ぎ検討すること。 

動物 

及び 

植物 

動植物の調査は種のみでなく、生息・生育環境についても調査を実施すべきである。 

動植物調査の既存資料調査について、「荒川第二調節池予定地」の資料が「荒川第三調

節池」と比べて少ないので、調査を丁寧に行い、その保全価値を正当に評価すること。 

外来生物について、調査と対策が入っていない理由は何か。外来種等の侵入についても

予測評価をすべきである。 

横堤とその周辺、荒川の水面周辺の茂み、点在するヨシ原等の自然空間において、動物

調査、植物調査を実施する必要がある。 

生態系 下記の影響を考慮した上で、生物多様性をどのようにして維持又は増やすのかの計画が

立案できるような調査をすべきである。 

・堤体の建設による既存植生の消失、芝張りによる植生の単純化 

・持ち込まれる表土による遺伝子汚染 

・土壌改良剤等によるアルカリ化 

・日照阻害 

・浸透水の変化等 

動植物について、「保全すべき種」以外の種についても調査を行い、種数、個体数を把

握し、影響を評価する必要がある。その結果に基づき、変化の程度を予測し、環境保全

措置を検討し、生物多様性を保全すべきである。 

生物多様性や動植物の変化を把握するためにも、工事の履歴や土地（地形、土壌等）変

化の履歴等に関する調査が必要である。 

昔の環境が残っているところは残し、失われた環境の調査をし、それを復元することが

必要であり、そうした過去の環境の状況についての調査が不十分と思われる。 

過去に存在していた湿地や多様な草地・河畔林等を復元することが望ましい。 

対象事業実施区域周辺のみでなく、上流の環境についても把握すべきである。 

気象の変化による自然環境の変化も考慮する必要がある。 

河川区域内の集落跡とその周辺は、シラカシやケヤキの屋敷林に守られて水塚が点在

し、水田、ハンノキ林やマダケやハチクの竹藪、畑、草地がパッチワークのように存在

する多様で貴重な環境が残っており、事業の実施にあたり配慮が必要である。 

河畔林はオオタカやフクロウ、ホンドキツネなど生態系における高次動物が生息し、林

縁の灌木や草地と水田間を往来する生き物が利用しており、事業の実施にあたり配慮が

必要である。 

繁殖維持に人工物を頼らない自然再生を調節池事業と併せて進めるべきである。 

「荒川第二調節池予定地」の環境特性は湿生環境で、カエル類の種類や量が多い集落跡

地周辺、絶滅危惧植物が集団となって自生する原野など、その保全には生息生育条件に

適した水環境が担保される必要がある。環境条件の整備と共に保全・再生を環境アセス

メントの目標にすることが必要である。 
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表 5.2-1（4） 環境の保全の見地からの意見を有する者の意見の概要 

項目 意見の概要 

生態系 第二調節池について、農家の高齢化に伴う、現況維持区域の自然環境の破壊、動植物の

生息生育環境の破壊が懸念されるため、水田の維持にあたり、非農家でも就農できる営

農組織を立ち上げるなど公有地化を図り、自然環境の保全が望まれる。 

「荒川第二・三調節池予定地」の建設事業は、河川法の目的である「治水」と「環境」

の真の調和を図るためのグランドデザインを共有し、これまでの「治水」先行事業を見

直して、区域内の重要環境は、最優先で保全・再生すると共に、その環境条件を将来に

わたって維持するための管理方策も十分に検討する、合理的な事業展開が進められる必

要がある。 

残っている自然空間の位置の把握を目的とした土地利用の実態調査を行うべきである。 
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第6章 調査計画書についての市長の意見 

「さいたま市環境影響評価条例」第 11 条第 1 項に基づき、「環境影響評価調査計画書」に

ついて、さいたま市長から環境の保全の見地からの意見が提出された。 

調査計画書に対する市長意見は、以下に示すとおりである。 

 

6.1 総括事項 

 

表 6.1-1 市長意見（総括事項） 

区分 意見 

総括 

準備書は、さいたま市環境影響評価技術指針及び同手引に従って作成すること。 

準備書は縦覧に供することから、その作成にあたっては、難解な表現を避け、専門用語に

は注釈を加えるなどして、一般に分かりやすいものとなるよう配慮すること。 

 

6.2 調査方法にかかる意見 

 

表 6.2-1（1） 市長意見（調査方法） 

区分 意見 

(1)全体事項 本事業は、川の中に囲繞堤を新設し、高水敷を調節池化するものである。そのため

囲繞堤および越流堤の高さによって、事業実施後の調節池（現在の高水敷）の冠水頻

度、冠水期間及び冠水面積の変化が予想される。冠水頻度、冠水期間及び冠水面積の

変化は多数の評価項目に影響があると考えられることから、様々な知見を取り入れ、

起こりうる事象を勘案の上、予測及び評価すること。 

(2)大気質 ア 二酸化窒素濃度の調査・予測 

自動車や建設機械作動時に排出される窒素酸化物は、その大部分が一酸化窒素とし

て排出された後に時間と共に酸化されて二酸化窒素に変化することから、調査・予測

にあたっては、二酸化窒素と同時に一酸化窒素濃度も対象とすること。 

イ 複数の影響要因の重合による評価 

大気質の測定は、建設機械の稼働と資材運搬等の車両の走行が最大となるときを想

定し、かつ両方同時に稼働している場合の最大値を考慮すること。 

(3)騒音 ア 建設機械の稼働に伴う騒音の評価 

堤体等の工事(掘削含む)の建設工事用機械の稼働に伴う騒音について、環境影響評

価法に基づく基本的事項に、選定項目に係る環境要素に関する基準又は目標が設定さ

れている場合は、それについて検討されるものとなっていることから、環境基準で評

価すること。 

イ 学校環境衛生基準 

建設工事用機械の稼働に伴う騒音について、長期間の事業になるため、事業地周辺

の学校について、学校保健安全法に基づく学校環境衛生基準に基づいて評価するこ

と。 

ウ 予測・評価 

長期間の事業になることから、騒音の測定については、最盛期を設定するとともに、

測定時期を振り分け、車両の走行が集中するルート等を十分勘案の上、予測及び評価

すること。 
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表 6.2-1（2） 市長意見（調査方法） 

区分 意見 

(4)水質・水

象 

ア 水質への影響 

越流堤を越えて調節池に流れ込む水は、水面付近の水のため、水よりも比重

の小さい無機および有機物（浮遊物）が大量に流れ込み、さらに排水の際は貯

留されていた期間に増加した有機物が川に流れ出すことが考えられる。それら

の有機物の処理や影響についても検討すること。 

イ 予測・評価 

水質・水象の予測評価においては、築堤高さ、冠水状況の変化、調節池の運用

方法を考慮すること。 

(5)動物・植

物・生態系 

ア 生態系の変化 

調節池の建設により、囲繞堤の築堤、土地利用の変化及び冠水状況の変化が

生じることから、川と高水敷を利用している生態系への影響を加味し、予測及

び評価を行うこと。また、囲繞堤の高さと生態系に与える影響の関係を調査す

るとよい。 

イ 動物・植物・生態系への影響 

第一調節池事業の実施状況を踏まえ、事業実施による動物・植物・生態系へ

の影響を考慮すること。 

(6)自然との

ふれあいの場 

自然とのふれあいの場として利用している関係者と意見交換等を行い、工事

の実施に伴う自然とのふれあいの場への交通手段への影響や交通手段の阻害の

程度などを考慮して、予測及び評価を行うこと。 

(7)地域交通 地域交通の評価方法について、交通安全に関する評価については定性的な評

価になる場合であっても明記すること。 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

第 7 章 第 5 章及び第 6章の意見について 

の事業者の見解 
 

 

  



 

 

 

 

 

 



 

7-1 

第7章 第 5章及び第 6章の意見についての事業者の見解 

7.1 環境の保全の見地から意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

第 5 章で示した環境の保全の見地からの意見の概要及び意見に対する事業者の見解は、表 

7.1-1 に示すとおりである。 

 

表 7.1-1(1) 環境の保全に見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

項目 意見概要 事業者の見解 

水象 囲繞堤の存在により出水時に上流側

で河川水が長時間滞留することが懸念

される。 

囲繞堤の存在により上流側での水位の変動は発

生しますが、事業実施による上流側での滞留時間

については長くはならないと予測しています。 

（準備書 p10.5-39） 

表流水について調査を実施し、工事

中及び供用後の表流水への影響につい

て評価する必要がある。 

表流水（地下水位）については、調査計画書に

示す調査に基づき予測評価を行いました。また、

地下水位においては、工事の実施及び施設の存

在・供用に伴う影響を調査するため、モニタリン

グを実施することとしました。（準備書 p10.5-4, 

p10.5-10～21, p10.5-40～46, p10.5-48～49） 

環境影響要因として、仕切堤、囲繞

堤の工事、仕切堤、囲繞堤の存在・供

用に伴う地下水変化を項目として追加

する必要がある。 

仕切堤及び囲繞堤の整備による地下水への影響

については、存在・供用による影響の予測評価を

行いました。なお、準備書内では、「調節池」の

一部に含めてとりまとめを行いました。（準備書

p10.5-35～46） 

地象 地盤改良工事に伴い、周囲の地形に

対して影響を及ぼす可能性がある。 

周辺の地形を大きく改変するような地盤改良工

事は予定していません。また、事業実施区域周辺

には、さいたま市環境影響評価技術指針により影

響予測を行うべきとされる「保存すべき地形及び

地質」は分布していません。 

環境影響要因として、仕切堤、囲繞

堤の工事、仕切堤、囲繞堤の存在・供

用に伴う地盤変化を項目として追加す

る必要がある。 

「堤体」による地盤変化については、事業実施

区域は河川区域であり、地すべり等の不安定な地

形ではなく、囲繞堤は基準を満たす安定勾配で造

成することから、土地の安定性に影響を及ぼすお

それはないと想定されるため、環境影響評価項目

として選定していません。 

動物 哺乳類、鳥類の調査区域は一律では

なく、区分けすべきである。 

鳥類は右岸側と左岸側を行き来してい

るため、右岸側 2km の範囲を調査範囲

とすべきである。  

調査範囲についてはさいたま市環境影響評価技

術指針手引を参考に、対象事業実施区域及びその

周辺 200ｍ程度の範囲を基本とし、地域特性を踏ま

え地下水の影響が懸念される範囲を加えた範囲と

しています。 

チョウゲンボウ等の出現状況を踏ま

え、猛禽類の調査範囲を景観と同様の

範囲に拡大し、調査地点として横堤の

西端を追加する必要がある。 

猛禽類の調査範囲は横堤の西端も含め、調査地

点については生息状況を網羅的に把握できるよう

に配置しています。 

荒川河川敷のヨシ原には放棄水田の

ヨシ原があり、オオヨシキリやヨシゴ

イが繁殖のために飛来するなど、水田

とヨシ原を往来する生き物の生息や繁

殖の場となっているため、事業の実施

にあたり配慮する必要がある。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただき、必要に応じて検討して参ります。 
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表 7.1-1(2) 環境の保全に見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

項目 意見概要 事業者の見解 

動物 調節池の建設に当たり、食物連鎖の

基盤的存在のカエル類が生き残れるか

どうかが重要な課題である。カエル類

は種ごとに生態が異なるので、目標種

を定め、その目標種の生息環境の再生

を、調節池事業の中で計画的に進める

必要がある。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

集落跡地周辺にはシュレーゲルアオ

ガエル・ニホンアカガエル・トウキョ

ウダルマガエル・ニホンアマガエルの

在来種 4種が生息しており、事業の実

施にあたり配慮することが必要であ

る。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただき、必要に応じて検討して参ります。 

ヘイケボタルについて、夜間照明を

遮る樹木と、湿潤な草地を取り戻し、

地域遺伝子の存続に調節池事業の中で

取り組むべきである。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

ヘイケボタルの生息場所について、

情報の取り扱いには十分な注意が必要

である。 

本事業で確認された動植物の保全すべき種の情

報については、取り扱いに十分注意します。 

工事用道路や調節池の存在により、

従来移動できていた生物が孤立する可

能性がある。個体群を孤立させないよ

うな手法について、検討する必要があ

る。 

地域の生態系への影響については、生態系の

「典型性」として予測評価を行いました。（準備

書 p10.8-55） 

湛水時の水田を対象とした動物調査

を実施する必要がある。 

動物調査の時期については、水田が湛水する春

季～夏季の動物相が把握できるよう設定し、調査

を行いました。（準備書 p10.6-10～13） 

調査計画書のｐ5-153 について、表

5.1-61 の種数と本文中に示された種数

が不整合である。 

ご指摘箇所については表中の数値が正しいた

め、準備書の記載部分を訂正しました。（準備書

p3-149） 

植物 

改変される地域の面積と植物の種

数、量について、現況の把握と供用後

の予測評価を行うべきである。 

植生及び植物相について調査を行い、保全すべ

き種及び植生、緑の量の変化について、事業によ

り改変される範囲を踏まえた影響の予測評価を行

いました。（準備書 p10.7-166～168） 

荒川河川敷のヨシ原には放棄水田の

ヨシ原があり、以下の絶滅危惧種が生

育しているため、事業の実施にあたり

配慮が必要である。 

イヌスギナ・シロバナサクラタデ・ハ

ンゲショウ・アズマツメクサ・タコノ

アシ・ウスゲチョウジタデ・エキサイ

ゼリ・ミゾコウジュ・ヒメナミキ・ゴ

キヅル・フジバカマ・オグルマ・ホソ

バオグルマ・ヘラオモダカ・ウマス

ゲ・マツカサススキ・ヌマアゼスゲ 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただき、必要に応じて検討して参ります。 
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表 7.1-1(3) 環境の保全に見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

項目 意見概要 事業者の見解 

植物 荒川河川敷のヨシ原には氾濫原野のヨ

シ原（湿生草原）があり、以下の種が生

育しているため、事業の実施にあたり配

慮が必要である。 

コヒロハハナヤスリ・ヒロハハナヤス

リ・ノダイオウ・ノカラマツ・ナガボノ

シロワレモコウ・ノウルシ・シムラニン

ジン・ヌマトラノオ・チョウジソウ・コ

カモメヅル・ハナムグラ・バアソブ・ノ

ニガナ・アマナ 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただき、必要に応じて検討して参ります。 

シムラニンジンについて、田島ケ原サ

クラソウ自生地でも少数が孤立状況で長

年続いていることから、種子を保護する

ことが必要である。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

ノダイオウについて、形態的に似たも

のは全域で見られるが、殆どが外来種ナ

ガバギシギシと交雑しているので、種子

を確認して保護することが必要である。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

ヒロハハナヤスリ、コヒロハハナヤス

リについて、春の一時期だけ地上部の栄

養葉と胞子葉が観られるが、地面に接し

て生育しているため、乾燥や伐開など環

境の変化に弱い。普通に群生していたが

河川敷の土地改変・伐開により僅かにな

っている。自生地の保護が必要である。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

荒川河川敷の水田と畔には以下の種が

生育しているため、事業の実施にあたり

配慮することが必要である。 

シャジクモ・ミズワラビ・ヒメミソハ

ギ・オオアブノメ・キクモ・カワヂシ

ャ・タウコギ・ウリカワ・ミズオオバ

コ・ミズアオイ・ヒロハイヌノヒゲ・イ

チョウウキゴケ・コイヌガラシ 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただき、必要に応じて検討して参ります。 

既存資料調査で、「国の特別天然記念

物田島ケ原サクラソウ自生地」関連の資

料を追加すること。 

田島ケ原の「サクラソウ自生地」について、既

存文献を確認し、準備書に記述を追加しました。

（準備書 p3-168） 

荒川流域を代表する湿生草地の植物遺

伝子を「田島ケ原サクラソウ自生地」だ

けで守ることはできないので、事業にお

いて、荒川第二調節池内の原野の保全管

理を行う必要がある。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 
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表 7.1-1(4) 環境の保全に見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

項目 意見概要 事業者の見解 

植物 この原野には、サクラソウが生育可

能な立地条件が存在するので、サクラ

ソウの導入も課題である。 

湿生原野を代表するサクラソウの再生

は荒川第二・第三調節池事業のシンボ

ルとなる取組である。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

塚本横堤防から、荒川総合運動公園

にかけて存在する表土には、多くの水

田野草の種子が存在し、貴重な未来へ

引き継ぐ財産であるから、この土壌を

消失させないこと。 

本事業では、当該区域の改変は行いません。 

掘削した土砂には埋土種子等があ

り、この地域の遺伝資源や微生物が多

く含まれているため、植生の復元や、

堤体の表土として、掘削土砂を有効的

に活用する計画を立案し、評価すべき

である。 

掘削により発生した土砂については、できる限

り事業実施区域内で有効活用することとし、評価

を行いました。（準備書 p2-9,p10.12-14） 

堤体の法面の緑化にあたっては、植

生が外来種ばかりにならないよう、既

往の調査成果を活用し、草地植生の専

門家の協力を仰ぎ検討すること。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

動物

及び

植物 

動植物の調査は種のみでなく、生

息・生育環境についても調査を実施す

べきである。 

動植物の調査は種のみでなく、生息・生育環境

についても調査を行いました。（準備書 p10.6-20

～39） 

動植物調査の既存資料調査につい

て、「荒川第二調節池予定地」の資料

が「荒川第三調節池」と比べて少ない

ので、調査を丁寧に行い、その保全価

値を正当に評価すること。 

調査計画書に示す調査に基づき予測評価を行い

ました。（準備書 p10.6-1～13,p10.7-1～6） 

 外来生物について、調査と対策が入

っていない理由は何か。外来種等の侵

入についても予測評価をすべきであ

る。 

動植物については、外来種の生息・生育状況も

含めて調査を行い、調査計画書に基づき予測評価

を行いました。（準備書 p10.6-14～19,p10.7-

7,p10.8-21～29,p10.8-51～61） 

 横堤とその周辺、荒川の水面周辺の

茂み、点在するヨシ原等の自然空間に

おいて、動物調査、植物調査を実施す

る必要がある。 

動物及び植物の調査については、横堤とその周

辺、荒川の水面周辺の茂み、点在するヨシ原等も

範囲に含め、調査を行いました。（準備書 p10.6-3

～9,ｐ10.7-4） 
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表 7.1-1(5) 環境の保全に見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解 

項目 意見概要 事業者の見解 

生 態

系 

下記の影響を考慮した上で、生物多

様性をどのようにして維持又は増やす

のかの計画が立案できるような調査を

すべきである。 

・堤体の建設による既存植生の消失、

芝張りによる植生の単純化 

・持ち込まれる表土による遺伝子汚染 

・土壌改良剤等によるアルカリ化 

・日照阻害 

・浸透水の変化等 

堤体等の整備による動植物及び生態系への影響

については、調査計画書に示す調査に基づき予測

評価を行いました。（準備書 p10.6-42～52,p10.7-

49～55,p10.8-50～61） 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

動植物について、「保全すべき種」

以外の種についても調査を行い、種

数、個体数を把握し、影響を評価する

必要がある。その結果に基づき、変化

の程度を予測し、環境保全措置を検討

し、生物多様性を保全すべきである。 

動植物については保全すべき種以外の種も含め

て網羅的に生息・生育状況の調査を行い、地域の

生態系への影響について予測評価を行いました。

（準備書 p10.6-14～19,p10.7-7,p10.8-34～

35,p10.8-51～61,p10.8-80～95） 

生物多様性や動植物の変化を把握す

るためにも、工事の履歴や土地（地

形、土壌等）変化の履歴等に関する調

査が必要である。 

本環境影響評価では、事業の実施により影響を

受ける自然環境の現況からの変化について、予測

評価を行いました。現在の環境の把握について

は、過去の航空写真の比較や文献等を踏まえて行

いました。（準備書 p10.8-9～17） 

昔の環境が残っているところは残

し、失われた環境の調査をし、それを復

元することが必要であり、そうした過

去の環境の状況についての調査が不十

分と思われる。 

本環境影響評価では、事業の実施により影響を 

受ける自然環境の現況からの変化について、予測 

評価を行いました。現在の環境の把握について 

は、過去の航空写真の比較や文献等を踏まえて行 

いました。（準備書 p10.8-9～17） 

過去に存在していた湿地や多様な草

地・河畔林等を復元することが望まし

い。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

対象事業実施区域周辺のみでなく、

上流の環境についても把握すべきであ

る。 

いただいたご意見については、今後の参考とさ

せていただきます。 

 気象の変化による自然環境の変化も

考慮する必要がある。 

本環境影響評価では、事業の実施により影響を

受ける自然環境の現況からの変化について、予測

評価を行いました。（準備書 p10.8-50～61） 
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表 7.1-1(6) 環境の保全に見地からの意見を有する者の意見の概要と事業者の見解  

項目 意見概要 事業者の見解 

生態系 河川区域内の集落跡とその周辺は、シラカシ

やケヤキの屋敷林に守られて水塚が点在し、水

田、ハンノキ林やマダケやハチクの竹藪、畑、

草地がパッチワークのように存在する多様で貴

重な環境が残っており、事業の実施にあたり配

慮が必要である。 

河畔林はオオタカやフクロウ、ホンドキツネ

など生態系における高次動物が生息し、林縁の

灌木や草地と水田間を往来する生き物が利用し

ており、事業の実施にあたり配慮が必要であ

る。 

いただいたご意見については、今後の参

考とさせていただき、必要に応じて検討し

て参ります。 

繁殖維持に人工物を頼らない自然再生を調節

池事業と併せて進めるべきである。 

いただいたご意見については、今後の参

考とさせていただきます。 

「荒川第二調節池予定地」の環境特性は湿生

環境で、カエル類の種類や量が多い集落跡地周

辺、絶滅危惧植物が集団となって自生する原野

など、その保全には生息生育条件に適した水環

境が担保される必要がある。環境条件の整備と

共に保全・再生を環境アセスメントの目標にす

ることが必要である。 

事業実施にあたっては、環境影響評価手

続き等の着実な実施等を通じて、環境の保

全に努めます。 

第二調節池について、農家の高齢化に伴う、

現況維持区域の自然環境の破壊、動植物の生息

生育環境の破壊が懸念されるため、水田の維持

にあたり、非農家でも就農できる営農組織を立

ち上げるなど公有地化を図り、自然環境の保全

が望まれる。 

本環境影響評価の環境保全措置として、

営農に係る施策の実施は考えていません。 

「荒川第二・三調節池予定地」の建設事業

は、河川法の目的である「治水」と「環境」の

真の調和を図るためのグランドデザインを共有

し、これまでの「治水」先行事業を見直して、

区域内の重要環境は、最優先で保全・再生する

と共に、その環境条件を将来にわたって維持す

るための管理方策も十分に検討する、合理的な

事業展開が進められる必要がある。 

事業実施にあたっては、環境影響評価手

続き等の着実な実施等を通じて、環境の保

全に努めます。 

残っている自然空間の位置の把握を目的とし

た土地利用の実態調査を行うべきである。 

 

 

 

 

動植物の生息生育環境の空間的な分布に

ついては、動物調査、植物調査の結果及び

地形の状況等の物理環境の状況を踏まえて

整理を行いました。また、自然空間の利用

状況については、調査計画書に示す自然と

のふれあいの場の現地調査に基づき調査を

行いました。（準備書 p10.10-1～13） 
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7.2 市長の意見と事業者の見解 

第 6章に示された市長の意見と事業者の見解は、表 7.2-1、表 7.2-2 に示すとおりである。 

 

表 7.2-1 市長の意見と事業者の見解（総括事項） 

市長の意見 事業者の見解 

準備書は、さいたま市環境影響評価技術指針

及び同手引に従って作成すること。 

さいたま市環境影響評価技術指針（平成 28 年

10 月 1 日）及び同手引に従って作成しました。 

準備書は縦覧に供することから、その作成に

あたっては、難解な表現を避け、専門用語には

注釈を加えるなどして、一般に分かりやすいも

のとなるよう配慮すること。 

準備書の作成にあたっては、難解な表現を避

け、専門用語には注釈を加えるなどして、一般

に分かりやすいものとなるよう配慮しました。 

 

表 7.2-2(1) 市長の意見と事業者の見解（調査方法） 

項目 市長の意見 事業者の見解 

全体 

事項 

本事業は、川の中に囲繞堤を新設し、高

水敷を調節池化するものである。そのため

囲繞堤および越流堤の高さによって、事業

実施後の調節池（現在の高水敷）の冠水頻

度、冠水期間及び冠水面積の変化が予想さ

れる。冠水頻度、冠水期間及び冠水面積の

変化は多数の評価項目に影響があると考

えられることから、様々な知見を取り入

れ、起こりうる事象を勘案の上、予測及び

評価すること。 

現況と供用後の、冠水頻度、冠水期間及び

冠水面積の変化を勘案の上、他事例等も参考

にして、予測評価を行いました。（準備書

p10.4-36,p10.5-35～39） 

大気質 ア 二酸化窒素濃度の調査・予測 

自動車や建設機械作動時に排出される

窒素酸化物は、その大部分が一酸化窒素と

して排出された後に時間と共に酸化され

て二酸化窒素に変化することから、調査・

予測にあたっては、二酸化窒素と同時に一

酸化窒素濃度も対象とすること。 

大気質の調査・予測は、一酸化窒素濃度も対

象として、「道路環境影響評価の技術手法」等

に基づき行いました。（準備書 p10.1-1～

3,p10.1-9） 

イ 複数の影響要因の重合による評価 

大気質の測定は、建設機械の稼働と資材

運搬等の車両の走行が最大となるときを

想定し、かつ両方同時に稼働している場合

の最大値を考慮すること。 

大気質の予測地点は、建設機械の稼働と資 

材運搬等の車両の走行のそれぞれの最大影響

を踏まえて、工事の最盛期を想定して設定し

ました。工事中の大気質については、建設機械

の稼働と資材運搬等車両の走行がそれぞれ最

大となる時期を想定して予測評価を行いまし

た。また、両方同時に稼働している場合の最大

値についても予測評価を行いました。（準備書

p10.1-26～28,p10.1-46～48,p10.1-55） 

騒音 ア 建設機械の稼働に伴う騒音の評価 

堤体等の工事(掘削含む)の建設工事用

機械の稼働に伴う騒音について、環境影

響評価法に基づく基本的事項に、選定項

目に係る環境要素に関する基準又は目標

が設定されている場合は、それについて

検討されるものとなっていることから、

環境基準で評価すること。 

環境影響評価法に基づく基本的事項におい

て、工事の実施に当たって長期間にわたり影

響を受けるおそれのある環境要素に関する環

境基準が定められている場合には当該環境基

準との整合性を検討することとされておりま

すが、本事業において保全対象施設に影響を

及ぼすと考えられる仕切堤工事は長期間に及

ばないため、騒音規制法に基づき評価を行い

ました。（準備書 p10.2-8,p10.2-37～39） 
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表 7.2-2(2) 市長の意見と事業者の見解（調査方法） 

項目 市長の意見 事業者の見解 

騒音 イ 学校環境衛生基準 

建設工事用機械の稼働に伴う騒音につ

いて、長期間の事業になるため、事業地周

辺の学校について、学校保健安全法に基づ

く学校環境衛生基準に基づいて評価する

こと。 

建設機械の稼働に伴う騒音については、事

業実施区域近傍に存在する学校（浦和北高校、

大宮武蔵野高校）において、学校保健安全法に

基づく学校環境衛生基準に基づき予測評価を

行いました。（準備書 p10.2-37～39） 

ウ 予測・評価 

長期間の事業になることから、騒音の測

定については、最盛期を設定するととも

に、測定時期を振り分け、車両の走行が集

中するルート等を十分勘案の上、予測及び

評価すること。 

騒音の予測地点及び予測時期は、建設機械 

の稼働と資材運搬等の車両の走行のそれぞれ

の最大影響を踏まえて、工事の最盛期を想定

して設定しました。 

資材運搬等の車両の走行に伴う騒音につい

ては、資材運搬等の車両の走行ルートにおけ

る現況の交通量や騒音の状況等を踏まえて予

測評価を行いました。（準備書 p10.2-30～

36,p10.2-40～41） 

水質・ 

水象 

ア 水質への影響 

越流堤を越えて調節池に流れ込む水は、

水面付近の水のため、水よりも比重の小さ

い無機および有機物（浮遊物）が大量に流

れ込み、さらに排水の際は貯留されていた

期間に増加した有機物が川に流れ出すこ

とが考えられる。それらの有機物の処理や

影響についても検討すること。 

調節池の運用において、本川の水位低下に

合わせて水位を低下させることから、池内の

水の滞留時間が現況と大きく変化することは

想定しておらず、池内に存在する有機物量が

大幅に増加すること（アオコの発生等）は想定

されないため、排水時に荒川本川に流れ出る

有機物の量としては、現況と供用後で減少あ

るいは変わらないと考えます。 

イ 予測・評価 

水質・水象の予測評価においては、築堤

高さ、冠水状況の変化、調節池の運用方法

を考慮すること。 

水質・水象については、築堤高さ、冠水状況

の変化、調節池の運用方法を踏まえて予測評

価を行いました。（準備書 p10.5-35～39） 

動物・ 

植物・ 

生態系 

ア 生態系の変化 

調節池の建設により、囲繞堤の築堤、土

地利用の変化及び冠水状況の変化が生じ

ることから、川と高水敷を利用している生

態系への影響を加味し、予測及び評価を行

うこと。また、囲繞堤の高さと生態系に与

える影響の関係を調査するとよい。 

生態系については、土地利用の変化及び冠

水状況の変化を踏まえて予測評価を行いまし

た。（準備書 p10.6-49～51,p10.8-9～17） 

イ 動物・植物・生態系への影響 

第一調節池事業の実施状況を踏まえ、

事業実施による動物・植物・生態系への影

響を考慮すること。 

動物・植物・生態系について、第一調節池事

業実施後の環境変化等を踏まえて予測評価を

行いました。（準備書 p3-172～176） 

自然と

のふれ

あいの

場 

自然とのふれあいの場として利用して

いる関係者と意見交換等を行い、工事の実

施に伴う自然とのふれあいの場への交通

手段への影響や交通手段の阻害の程度な

どを考慮して、予測及び評価を行うこと。 

自然とのふれあいの場については、利用者

及び地域住民へのアンケート調査により自然

とのふれあいの場の利用状況を踏まえて予測

評価を行いました。（準備書 p10.10-1～

12,p10.10-14～20） 

地域 

交通 

地域交通の評価方法について、交通安全

に関する評価については定性的な評価に

なる場合であっても明記すること。 

地域交通の評価方法について、準備書に明

記しました。（準備書 p10.15-51～52） 
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第8章 環境影響評価の調査項目及び調査方法 

8.1 調査項目 

8.1.1 環境影響評価要因の把握 

「第 2 章 対象事業の名称、目的及び内容」において示した事業内容に基づき、環境に影響

を及ぼすおそれのある要因（以下「環境影響要因」という。）を抽出した。 

本事業の実施に伴う環境影響要因は、表 8.1-1 に示すとおりである。 

工事中における環境影響要因は、「建設機械の稼働」、「資材運搬等の車両の走行」、「堤体等の

工事(掘削含む)」、「工事用道路等の設置工事」が、供用開始後における環境影響要因は、「貯水

池及び調節池の存在・供用」、「放水」が挙げられる。 

なお、本事業の実施に伴う環境影響要因について、工事中に道路の付替を実施しないことか

ら、工事中における環境影響要因として「道路の付替工事」は抽出しない。また、供用後にお

いて、堤体は調節池の一部に含めて扱うこと、また、付替道路が存在しないことから、供用後

における環境影響要因として、「堤体の存在」、「付替道路の存在・供用」は抽出しない。 

 

 

表 8.1-1 本事業の実施に伴う環境影響要因 

環境影響要因 
環境影響を及ぼ

す時期 
環境影響要因

の区分 
環境影響要因の詳細 

調節池の建設 

工事中 工事 

・建設機械の稼働 

・資材運搬等の車両の走行 

・堤体等の工事(掘削含む) 

・工事用道路等の設置工事 

供用開始時 存在・供用 
・貯水池及び調節池の存在・供用 
・放水 

 

 

8.1.2 環境影響評価項目の選定 

環境影響評価項目は、対象事業の特性と周囲の自然的、社会的状況、対象事業の該当地域を

勘案し、「さいたま市環境影響評価技術指針」（平成 28 年 10 月・さいたま市）に示す「(2)放水

路又は堰の建設 (20)調節池の設置」事業の環境影響要因と調査・予測・評価の項目との関連

表に準拠して選定した。 

選定した項目は、表 8.1-2 に示すとおりであり、大気質、騒音・低周波音、振動、水質、水

象、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあいの場、史跡・文化財、廃棄物等、温室効果

ガス等、コミュニティ、地域交通の 15 項目を選定した。 
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表 8.1-2 環境影響評価の項目 

                                      

   環境影響評価要因 

 

 

 

 

 環境影響評価の項目  

工事 存在・供用 

建
設
機
械
の
稼
働 

資
材
運
搬
等
の 

車
両
の
走
行 

堤
体
等
の
工
事 

(

掘
削
含
む)

 

工
事
用
道
路
等
の

設
置
工
事 

貯
水
池
及
び
調
節

池
の
存
在
・
供
用 

放
水 

環境の良好な

状態の保持を

旨として調査、

予測及び評価

されるべき項

目 

大気質 

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○【◎】 ○【◎】     

二酸化硫黄又は硫黄酸化物       

浮遊粒子状物質 △【◎】 △【◎】     

炭化水素       

粉じん  ○【◎】 ○【◎】 ○【◎】   

その他の大気質に係る有害物質等       

騒音・低周波音 
騒音 ○【◎】 ○【◎】     

低周波音       

振動 振動 ○【◎】 ○【◎】     

水質 

公共用

水域の

水質 

生物化学的酸素要求量又は化学的酸素要

求量 
    ○【×】 ○【×】 

浮遊物質量   ○【◎】 ○【◎】 ○【×】 ○【◎】 

窒素及び燐     ○【×】   

水温     ○【×】 ○【×】 

水素イオン濃度   △【◎】    

溶存酸素量     ○【×】  

その他の生活環境項目       

健康項目等       

底質 

強熱減量       

過マンガン酸カリウムによる酸素消費量       

底質に係る有害物質等       

地下水

の水質 
地下水の水質に係る有害項目       

水象 

河川等の流量、流速及び水位   ○【◎】  ○【◎】 ○【◎】 

地下水の水位及び水脈      【◎】  

温泉及び鉱泉       

堤防、水門、堰等の施設      【◎】  
 土地の安定性   ○【×】    

地象 地形及び地質（保存すべき地形及び地質を含む）       

  表土の状況及び生産性       

生物の多様性

の確保及び自

然環境の体系

的保全を旨と

して調査、予測

及び評価され

るべき項目 

動物 保全すべき種 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 

植物 

保全すべき種   △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 

保全すべき植生及び群落    △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【×】 

緑の量     △【◎】  

生態系 地域を特徴付ける生態系   △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 

人と自然との

豊かなふれあ

いの確保及び

快適な生活環

境の保全を旨

として調査・予

測及び評価さ

れるべき項目 

景観 
景観資源(自然的景観及び歴史的景観資源)     ○【◎】  

眺望景観     ○【◎】 ○【×】 

自然との 

ふれあいの場 
自然とのふれあいの場 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】  

史跡・ 

文化財 

指定文化財等      ○【◎】  

埋蔵文化財     ○【◎】  

環境への負荷

の量の程度に

より予測及び

評価されるべ

き項目 

 廃棄物   ○【◎】 ○【◎】   

廃棄物等 残土   ○【◎】 ○【◎】   

 雨水及び処理水       

温室効果ガス

等 

温室効果ガス △【◎】 △【◎】     

オゾン層破壊物質       

人の生活の豊

かさに関して

予測及び評価

されるべき項

目 

コミュニティ コミュニティ施設等 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】 △【◎】  

地域交通 

自動車交通  ○【◎】     

バス等の公共交通  △【◎】     

歩行者交通・自転車交通  △【◎】     

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目、×：選定しなかった項目 
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8.1.3 環境影響評価項目の選定理由 

本事業における環境影響評価項目として選定した理由は、表 8.1-3 に示すとおりである。ま

た、事業特性、地域特性等から選定しなかった理由は、表 8.1-4 に示すとおりである。 

 

表 8.1-3（1）選定した環境影響評価項目及びその内容 

項目 
選定 
項目 

環境影響要因 理由 

大気質 

二酸化窒素又は窒素酸化物 ○【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両
の走行に伴う排出ガスに窒素酸化物が
含まれる。 資材運搬等の車両の

走行 

浮遊粒子状物質 △【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両
の走行に伴う排出ガスに浮遊粒子状物
質が含まれる。 資材運搬等の車両の

走行 

粉じん ○【◎】 工事 

資材運搬等の車両の
走行 

資材運搬等の車両の走行、堤体等の工
事(掘削含む)及び工事用道路等の設置
工事に伴い、地面からの土砂の巻き上
げ等の粉じんが発生する。 

堤体等の工事(掘削
含む) 

工事用道路等の設置
工事 

騒音・低
周波音 

騒音 ○【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両
の走行に伴い騒音が発生する。 資材運搬等の車両の

走行 

振動 振動 ○【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両
の走行に伴い振動が発生する。 資材運搬等の車両の

走行 

水質 
公共用
水域の
水質 

浮遊物質量 

○【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道
路等の設置工事に伴い、降雨時に裸地
から濁水が流出し、公共用水域の水質
に影響を及ぼすおそれがある。 

工事用道路等の設置
工事 

○【◎】 
存在 
・供用 

放水 
水門からの放水に伴い、出水時に一時
貯留された濁水が流出し、公共用水域
の水質に影響を及ぼすおそれがある。 

水素イオン濃度 △【◎】 工事 
堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)に伴い、コン
クリートからのアルカリ分の流出によ
り、公共用水域の水質に影響を及ぼす
おそれがある。 

水象 

河川等の流量、流速及び水
位 

○【◎】 工事 
堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)に伴う地表面
の改変や排水により、河川流量に影響
を及ぼすおそれがある。 

○【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池の
存在・供用 

調節池の供用及び放水により、河川流
量に影響を及ぼすおそれがある。 

放水 

地下水の水位及び水脈  【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池の
存在・供用 

掘削に伴う地下水流動の変化により、
周辺地域の地下水位に影響を及ぼすお
それがある。 

堤防、水門、堰等の施設  【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池の
存在・供用 

掘削に伴う地下水流動の変化により、
施設に影響を及ぼすおそれがある。 

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表 8.1-3（2）選定した環境影響評価項目及びその内容 

項目 
選定 
項目 

環境影響要因 理由 

動物 保全すべき種 

△【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行によ
り、事業実施区域及びその周辺の動物の生息環境に
影響を及ぼすおそれがある。 

資材運搬等の車両
の走行 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴う土地の改変により、事業実施区域及びその
周辺の動物の生息環境に影響を及ぼすおそれがあ
る。また、工事中の濁水の発生により、排水が流れ
込む河川（荒川）や水路及び溜池等の水生生物の生
息環境に影響を及ぼすおそれがある。 

工事用道路等の設
置工事 

△【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及びそ
の周辺の動物の生息環境に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

放水 
調節池からの放水により河川（荒川）等の水生生物
の生息環境に影響を及ぼすおそれがある。 

植物 

保全すべき種 

△【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴う土地の改変により、事業実施区域及びその
周辺の植物の生育環境に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

工事用道路等の設
置工事 

△【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及びそ
の周辺の植物の生育環境に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

放水 
調節池からの放水により河川（荒川）等の水生植物
の生育環境に影響を及ぼすおそれがある。 

保全すべき植
生及び群落 

△【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴う土地の改変により、事業実施区域及びその
周辺の植物の生育環境に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

工事用道路等の設
置工事 

△【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及びそ
の周辺の植物の生育環境に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

緑の量 △【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及びそ
の周辺の緑被率、緑視率に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

生態系 
地域を特徴づ
ける生態系 

△【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴う土地の改変により、事業実施区域及びその
周辺の生態系に影響を及ぼすおそれがある。また、
工事中の濁水の発生により、排水が流れ込む河川（荒
川）や水路及び溜池等の生態系に影響を及ぼすおそ
れがある。 

工事用道路等の設
置工事 

△【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤等の存在により、事業実施区域及びそ
の周辺の生態系に影響を及ぼすおそれがある。 

放水 
調節池からの放水により河川（荒川）等の生態系に
影響を及ぼすおそれがある。 

景観 

景観資源 ○【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の景観
資源に影響を及ぼすおそれがある。 

眺望景観 ○【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域及びその
周辺の眺望景観に影響を及ぼすおそれがある。 

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表 8.1-3（3）選定した環境影響評価項目及びその内容 

項目 
選定 
項目 

環境影響要因 理由 

自然との
ふれあい
の場 

自然とのふれ
あいの場 

△【◎】 工事 

建設機械の稼働 
建設機械の稼働により、事業実施区域及びその周辺
の自然とのふれあいの場の利用環境に影響を及ぼす
おそれがある。 

資材運搬等の車両
の走行 

資材運搬等の車両の走行により、事業実施区域及び
その周辺の自然とのふれあいの場の利用環境及び自
然とのふれあいの場への交通手段に影響を及ぼすお
それがある。 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴う土地の改変により、事業実施区域内の自然
とのふれあいの場に影響を及ぼすおそれがある。 

工事用道路等の設
置工事 

△【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の自然
とのふれあいの場に影響を及ぼすおそれがある。 

史跡・文
化財 

指定文化財等 ○【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の指定
文化財に影響を及ぼすおそれがある。また、水門や
囲繞堤の存在により、事業実施区域及びその周辺の
指定文化財周辺の雰囲気等に影響を及ぼすおそれが
ある。 

埋蔵文化財 ○【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内の埋蔵
文化財に影響を及ぼすおそれがある。 

廃棄物等 

廃棄物 ○【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴い、建設廃棄物等が発生する。 

工事用道路等の設
置工事 

残土 ○【◎】 工事 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴い、残土が発生する。 

工事用道路等の設
置工事 

温室効果
ガス等 

温室効果ガス △【◎】 工事 

建設機械の稼働 建設機械の稼働及び資材運搬等の車両の走行に伴う
排出ガスに温室効果ガスが含まれる。 資材運搬等の車両

の走行 

コミュニ
ティ 

コミュニティ
施設等 

△【◎】 工事 

建設機械の稼働 
建設機械の稼働により、事業実施区域及びその周辺
のコミュニティ施設等の利用環境に影響を及ぼすお
それがある。 

資材運搬等の車両
の走行 

資材運搬等の車両の走行によりコミュニティ施設等
への交通手段に影響を及ぼすおそれがある。 

堤体等の工事(掘削
含む) 

堤体等の工事(掘削含む)及び工事用道路等の設置工
事に伴う土地の改変により、事業実施区域及びその
周辺の既存のコミュニティ施設等に影響を及ぼすお
それがある。 

工事用道路等の設
置工事 

△【◎】 
存在 
・供用 

貯水池及び調節池
の存在・供用 

水門や囲繞堤の存在により、事業実施区域内のコミ
ュニティ施設等に影響を及ぼすおそれがある。 

地域交通 

自動車交通 ○【◎】 工事 
資材運搬等の車両
の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴い、事業実施区域及び
その周辺の自動車交通に影響を及ぼすおそれがあ
る。 

バス等の公共
交通 

△【◎】 工事 
資材運搬等の車両
の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴い、バス等の公共交通
に影響を及ぼすおそれがある。 

歩行者交通・
自転車交通 

△【◎】 工事 
資材運搬等の車両
の走行 

資材運搬等の車両の走行に伴い、歩行者・自転車交
通に影響を及ぼすおそれがある。 

注）・さいたま市環境影響評価技術指針より  ○：標準的に選定する項目 △：事業特性、地域特性により選定する項目 

・【 】書き：本事業における選定の有無 ◎： 選定した項目、×：選定しなかった項目 
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表 8.1-4 選定しなかった環境影響評価項目及びその内容 

項目 環境影響要因 理由 

水質 
 

公
共
用
水
域
の
水
質 

生物化学的
酸素要求量
又は化学的
酸素要求量 

存在・ 
供用 

貯水池及び調節池の存
在・供用 

調節池は出水時に一時的に貯水し放水するものであるこ
とから、公共用水域の水質（生物化学的酸素要求量又は
化学的酸素要求量）に影響を及ぼすおそれは想定されな
い。 

放水 

浮遊物質量 
存在・ 
供用 

貯水池及び調節池の存
在・供用 

調節池は出水時に一時的に貯水し放水するものであるこ
とから、平常時の公共用水域の水質（浮遊物質量）に影
響を及ぼすおそれは想定されない。 

窒素及び燐 
存在・ 
供用 

貯水池及び調節池の存
在・供用 

調節池は出水時に一時的に貯水し放水するものであるこ
とから、公共用水域の水質（窒素及び燐）に影響を及ぼ
すおそれは想定されない。 

水温 
存在・ 
供用 

貯水池及び調節池の存
在・供用 

調節池は出水時に一時的に貯水し放水するものであるこ
とから、公共用水域の水質（水温）に影響を及ぼすおそ
れは想定されない。 放水 

溶存酸素量 
存在・ 
供用 

貯水池及び調節池の存
在・供用 

調節池は出水時に一時的に貯水し放水するものであるこ
とから、公共用水域の水質（溶存酸素量）に影響を及ぼ
すおそれは想定されない。 

地象 土地の安定性 工事 
堤体等の工事(掘削含
む) 

事業実施区域は河川区域であり、地すべり等の不安定な
地形ではなく、囲繞堤は基準を満たす安定勾配で造成す
ることから、土地の安定性に影響を及ぼすおそれは想定
されない。 

植物 
保全すべき植生
及び群落 

存在・ 
供用 

放水 

放水に伴う保全すべき植生及び群落について、事業実施
区域及びその周辺に放水による影響が想定される湿性の
保全すべき群落は確認されていないことから、保全すべ
き植生及び群落に影響を及ぼすおそれは想定されない。 

景観 眺望景観 
存在・ 
供用 

放水 

放水に伴う眺望景観は、出水時のみでの短時間での放水
運用であり、現況が大きく変化する可能性は低いことか
ら、放水に伴う眺望景観に影響を及ぼすおそれは想定さ
れない。 
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8.2 調査、予測及び評価方法 

環境影響評価項目として選定した項目のうち、現地調査を行った大気質、騒音・低周波音、

振動、水質、水象、動物、植物、生態系、景観、自然とのふれあいの場、史跡・文化財、地域

交通の調査、予測内容は表 8.2-1 に示すとおりである。 

なお、調査、予測方法の詳細については、「第 10 章 調査結果の概要並びに予測及び評価の

結果」に記載した。 

 

表 8.2-1(1) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

大気質 ・一般環境： 

窒素酸化物(一

酸化窒素、二酸

化窒素)、浮遊

粒子状物質 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺 2地点、7 日間連続

×4季) 

工事中 

・建設機械の稼働に伴う大気質濃

度の変化の程度 

・大気の拡散式（プルーム式

及びパフ式）を用いて年平

均濃度を予測 

・一般環境： 

粉じん 

工事中 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

大気質の飛散・降下の程度 

・経験式を用いて季節別の降

下ばいじん量を予測 

・沿道環境： 

窒素酸化物(一

酸化窒素、二酸

化窒素)、浮遊

粒子状物質 

・既存資料調査 

・現地調査 

(資材運搬等の車両の走

行ルート及びその周辺

5地点、7日間連続×4

季) 

工事中 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

大気質濃度の変化の程度 

・大気の拡散式（プルーム式

及びパフ式）を用いて年平

均濃度を予測 

・沿道環境： 

粉じん 

・経験式を用いて季節別の降

下ばいじん量を予測 

・気象(風向・風

速、気温、日射

量、放射収支

量) 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺2地点、1年間連続) 

  

・大気の移流、拡

散等に影響を

及ぼす地形・地

物の状況 

・既存資料調査   

・その他の予測・

評価に必要な

事項（既存の発

生源の状況、学

校、病院その他

の環境の保全

についての配

慮が特に必要

な施設及び住

宅の分布状況） 

・既存資料調査 

・現地調査 

(資材運搬等の車両の走

行ルート及びその周辺

10 地点、平日の 1回、

24 時間) 
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表 8.2-1 (2) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

騒音・ 

低周波音 

・一般環境騒音 

・地形・地物 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺 5地点、平日の 1

回、24 時間) 

工事中 

・建設機械の稼働に伴う騒音の変

化の程度 

・音の伝搬理論に基づく予測

式を用いて建設機械の稼働

時の騒音レベルを予測 

・道路交通騒音 

・交通量 

・道路の構造 

・既存資料調査 

・現地調査 

(資材運搬等の車両の走

行ルート及びその周辺

13 地点、平日の 1回、

24 時間) 

工事中 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

騒音の変化の程度 

・道路交通騒音の予測モデル

(ASJ RTN-Model2018)を用

いて工事用車両の走行時の

等価騒音レベルを予測 

・その他の予測・

評価に必要な

事項(既存の発

生源の状況、学

校、病院その他

の環境の保全

についての配

慮が特に必要

な施設及び住

宅の分布状況、

騒音により影

響を受ける動

物の生息状況） 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 200m の範囲並び

に地下水への影響が想

定される範囲、生態に合

わせて 2季～4 季) 

  

振動 ・一般環境振動 

・地質・地盤 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺 3地点、平日の 1

回、24 時間) 

工事中 

・建設機械の稼働に伴う振動の変

化の程度 

・振動の伝搬理論に基づく予

測式を用いて建設機械の稼

働時の振動レベルを予測 

・道路交通振動 

・地盤卓越振動数 

・道路の構造 

・交通量 

・既存資料調査 

・現地調査 

(資材運搬等の車両の走

行ルート及びその周辺

13 地点、平日の 1回、

24 時間) 

工事中 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

振動の変化の程度 

・予測式を用いて建設機械の

稼働時の振動レベルを予測 

・その他の予測・

評価に必要な

事項（既存の発

生源の状況、学

校、病院その他

の環境の保全

についての配

慮が特に必要

な施設及び住

宅の分布状況） 

・既存資料調査 
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表 8.2-1 (3) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

水 質 ・公共用水域の水

質： 

生活環境項目 

健康項目 

ダイオキシン類 

・土質特性 

・降水量 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺並びに下流の笹目

橋までの荒川、平常時 7

地点 1～2回/2 ヶ月、出

水時 2地点 1 回) 

工事中 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

浮遊物質量の変化の程度 

・堤体等の工事(掘削含む)に伴う

水素イオン濃度の変化の程度 

・施工計画及び環境保全措置

の内容を考慮し、完全混合

式を用いて定量的に予測 

存在・供用 

・放水に伴う浮遊物質量の変化の

程度 

・水象 

・河川流量 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺並びに下流の笹目

橋までの荒川、平常時 7

地点 1～2回/2 ヶ月) 

  

・その他の予測・

評価に必要な事

項（土質特性、

降水量、既存発

生源の状況、水

利用及び水域利

用の状況、水生

生物等の生息・

生育状況） 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 200m の範囲並び

に地下水への影響が想

定される範囲、生態に合

わせて 2季～4 季) 

  

水 象 ・河川等の流量、

流速、水位 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺並びに下流の笹目

橋までの荒川、平常時 7

地点 1～2回/2 ヶ月、出

水時 2地点 1 回) 

工事中 

・堤体等の工事(掘削含む)に伴う

河川等の流量及び水位の変化

の程度  

・既往調査結果を基に、水位

の影響範囲と変化量を予測 

・既存の植生調査結果や工事

計画をもとに土地利用状況

を把握し、定量的に流出係

数を設定した上で流量・水

位を予測 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

及び放水に伴う河川等の流量

及び水位の変化の程度 

・地下水の水位及

び水脈 

・降水量 

・地形・地質及び

植生の状況 

・既存資料調査 存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う地下水の水位の変化の

程度及び地下水脈の分断のお

それ 

・既往調査結果をもとに、三

次元地下水流動解析を用い

て水位の影響範囲と変化量

を予測 

・堤防、水門、堰

等の施設の分布 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺、春季～秋季に 1

回) 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う堤防、水門、堰等の施設

への影響の程度 

・既存知見に基づく推定によ

り定性的に予測 

・その他の予測・

評価に必要な事

項（水利用及び

水域利用の状

況、水生生物等

の生息・生育環

境の状況、洪水、

土砂災害等の履

歴） 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 200m の範囲並び

に地下水への影響が想

定される範囲、生態に合

わせて 2季～4 季) 
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表 8.2-1 (4) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

動 物 ・動物相 

哺乳類 

鳥類（猛禽類） 

爬虫類 

両生類 

昆虫類 

魚類 

底生動物 

陸産貝類 

・保全すべき種の

状況 

生息域 

個体数 

生息環境 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 200m の範囲並び

に地下水への影響が想

定される範囲、生態に合

わせて 2季～4 季) 

工事中 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

保全すべき種の生息地の改変

の程度 

・建設機械の稼働及び資材運搬等

の車両の走行に伴う騒音によ

る生息環境への影響の程度 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

濁水及びアルカリ排水の流出

等による生息環境への影響の

程度 

・事業計画、調査結果等の重

ね合わせによる推定、類似

事例、科学的知見又は学識

経験者の意見等をもとに推

定することにより予測 

・「騒音・低周波音」、「水

質」、「水象」の予測結果、

類似事例、科学的知見又は

学識経験者の意見等をもと

に推定することにより予測 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う保全すべき種の生息地

の改変の程度 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う河川の冠水頻度の変化

による生息環境への影響の程

度 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う地下水位の変化による

生息環境への影響の程度 

・貯水池及び調節池からの放水に

伴う濁水の流出による生息環

境への影響の程度 

・その他の予測・

評価に必要な事

項（広域的な動

物相及び動物分

布の状況、過去

の動物相の変

遷、地域住民そ

の他の人との関

わりの状況） 

・既存資料調査 
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表 8.2-1 (5) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

植 物 ・種及び植物相の

特徴 

・植生の構造、生

活形 

・保存すべき種及

び群落 

分布 

個体数 

組成等 

巨樹巨木 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 200m の範囲並び

に地下水への影響が想

定される範囲、1季～4

季) 

工事中 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

保全すべき種、植生及び群落の

生育地の改変の程度 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

濁水及びアルカリ排水の流出

等による保全すべき種、植生及

び群落の生育環境への影響の

程度 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う保全すべき種、植生及び

群落の生育地の改変の程度 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う河川の冠水頻度の変化

による生育環境への影響の程

度 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う地下水位の変化による

生育環境への影響の程度 

・調節池からの放水に伴う濁水の

流出による生育環境への影響

の程度 

・事業計画、調査結果等の重

ね合わせによる推定、類似

事例、科学的知見又は学識

経験者の意見等をもとに推

定することにより予測 

・「水質」、「水象」の予測

結果、類似事例、科学的知

見又は学識経験者の意見等

をもとに推定することによ

り予測 

・保全すべき種及

び保全すべき

群落の生育環

境 

・既存文献調査   

・緑の量 ・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 200m の範囲並び

に地下水への影響が想

定される範囲、1季) 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う緑の量の変化の程度 

・事業計画、調査結果等の重

ね合わせによる推定、類似

事例、科学的知見又は学識

経験者の意見等をもとに推

定することにより予測 

・その他の予測・

評価に必要な

事項（広域的な

植物相及び植

生の状況、過去

の植生の変遷、

地域住民その

他の人との関

わりの状況） 

・既存文献調査   
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表 8.2-1 (6) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

生態系 ・環境単位の区分

の設定 

環境単位区分 

種構成 

相互関係及び

周辺環境との

関係 

・着目種の抽出 

上位性 

典型性 

特殊性 

・着目種の生態 

 一般的な生態 

 個体又は個体

群の生態 

・着目種と関係種

との関係 

 関係種の個体

数生息・生育密

度等 

 食物連鎖等の

関係 

・着目種及び関係

する種の生

息・生育環境を

規定する非生

物環境 

・既存資料調査 

・現地調査 

(「動物」、「植物」に

準じる。) 

工事中 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

環境単位の区分、着目種の生

息・生育地の改変の程度 

・建設機械の稼働及び資材運搬等

の車両の走行に伴う騒音によ

る着目種の生息環境への影響

の程度 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事に伴う

濁水及びアルカリ排水の流出

等による着目種の生息・生育環

境への影響の程度 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う環境単位の区分、着目種

の生息・生育地の改変の程度 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う河川の冠水頻度の変化

による着目種の生息・生育環境

への影響の程度 

・調節池の存在・供用に伴う地下

水位の変化による着目種の生

息・生育環境への影響の程度 

・調節池からの放水に伴う濁水の

流出による着目種の生息・生育

環境への影響の程度 

・事業計画、調査結果等の重

ね合わせによる推定、類似

事例、科学的知見又は学識

経験者の意見等をもとに推

定することにより予測 

・「騒音・低周波音」、「水

質」、「水象」、「動物」、

「植物」の予測結果、類似

事例、科学的知見又は学識

経験者の意見等をもとに推

定することにより予測 

景 観 ・景観資源 

自然的景観資

源 

歴史的景観資

源 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 1.5km の範囲、4

季) 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う景観資源の消滅のおそ

れの有無又は改変の程度 

・事業計画、調査結果等の重

ね合わせから推定する方法

により予測 

・主要な眺望景観 

眺望の構成要

素 

・主要な眺望地点

の位置 

存在・供用 

・調節池の存在・供用に伴う眺望

景観の変化の程度 

・現況の景観写真をもとに、

フォトモンタージュの作成

により予測 

・その他の予測・

評価に必要な

事項（地域の景

観特性、地形・

地質、植物、史

跡・文化財等の

状況、土地利用

の状況） 

・既存資料調査   
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表 8.2-1 (7) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

自然との

ふれあい

の場 

・自然とのふれあ

いの場の資源

状況、周辺環境 

・自然とのふれあ

いの場の利用

状況 

・自然とのふれあ

いの場の交通

手段 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 1.5km の範囲、4

季) 

工事中 

・建設機械の稼働、堤体等の工事

(掘削含む)及び工事用道路等

の設置工事に伴う自然とのふ

れあいの場の利用環境の変化

の程度 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

自然とのふれあいの場への交

通手段の阻害のおそれの有無

及びその程度 

存在・供用 

・調節池の存在・供用に伴う自然

とのふれあいの場の消滅のお

それの有無又は改変の程度 

・「大気質」、「騒音・低周

波音」、「振動」等の予測

結果及び自然とのふれあい

の場の利用状況を踏まえ、

利用時の快適性等の変化に

ついて予測 

・「地域交通」の予測結果を

踏まえ、資材運搬等の車両

の走行による自然とのふれ

あいの場までの交通手段へ

の影響を定性的に予測 

・事業計画と自然とのふれあ

いの場の位置等の重ね合わ

せにより予測 

・その他の予測・

評価に必要な

事項（周辺の土

地利用、交通網

の状況） 

・既存資料調査   

史跡・文

化財 

・指定文化財等の

分布 

・指定文化財等の

特徴及び雰囲

気を構成して

いる要素 

・人と指定文化財

等との関わり 

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びその

周辺約 1.5km の範囲、1

回) 

存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う指定文化財等への影響

の程度 

・調節池の存在・供用に伴う指定

文化財等の周辺環境及び利用

環境の変化の程度 

・事業計画と指定文化財等の

位置図の重ね合わせにより

改変の程度を予測 

・「植物」の予測結果を踏ま

えて、類似事例の引用・解

析等により、指定文化財等

の周辺の雰囲気を規定して

いると考えられる要素の状

況の変化を予測 

・埋蔵文化財包蔵

地の範囲、現況

等 

・埋蔵文化財の種

類、価値等 

・既存資料調査 存在・供用 

・貯水池及び調節池の存在・供用

に伴う埋蔵文化財包蔵地の改

変の程度 

・事業計画と埋蔵文化財包蔵

地の位置図の重ね合わせに

より改変の程度を予測 

・その他の予測・

評価に必要な

事項（周辺の土

地利用） 

・既存資料調査   

廃棄物等 ・廃棄物等に係る

公的な計画の

有無とその内

容 

・廃棄物処理施設

等の整備状況 

・廃棄物等の排出

抑制、再使用及

び再生利用の

取組等 

・既存資料調査 工事中 

・堤体等の工事及び工事用道路等

の設置工事の実施に伴い発生

する廃棄物 

・堤体等の工事(掘削含む)及び工

事用道路等の設置工事の実施

に伴い発生する残土 

・工事計画(掘削、樹木の伐採

等)に基づき廃棄物の種類、

種類のごとの排出量及び処

理方法、廃棄物の排出抑制、

再使用及び再生利用の状況

を予測 

・工事計画(切土、盛土、掘削

等)に基づき残土の発生量

及び処理方法、残土の排出

抑制、再使用及び再生利用

の状況を予測 
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表 8.2-1 (8) 調査、予測内容等 

調査項目 調査内容 予測項目 予測方法 

温室効果

ガス等 

・地域における温

室効果ガス排出

抑制の取組状況 

・既存資料調査 工事中 

・建設機械の稼働に伴う温室効果

ガス 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

温室効果ガス 

・排出量は、建設機械の稼働

状況、資材運搬等の車両の

走行状況及びそれらの燃料

使用量に基づき、地球温暖

化係数と温室効果ガスの原

単位を用いて、温室効果ガ

スの排出量をすべて二酸化

炭素排出量に換算して算出

し、予測 

コミュニ

ティ 

・コミュニティ施

設等の分布 

・コミュニティ施

設等の利用 

・コミュニティ施

設等への経路及

び交通手段 

・既存資料調査  工事中 

・建設機械の稼働、堤体等の工事

(掘削含む)及び工事用道路等

の設置工事の実施に伴うコミ

ュニティ施設等の有する機能

の変化の程度 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

コミュニティ施設等までの利

用経路への影響 

存在・供用 

・調節池の存在・供用に伴うコミ

ュニティ施設等への影響の程

度 

・「大気質」「騒音・低周波

音」の予測結果及びコミュ

ニティ施設等の利用状況を

踏まえて、利用環境の変化

の程度を予測 

・「地域交通」の予測結果を

踏まえ、資材運搬等の車両

の走行によるコミュニティ

施設等までの交通手段への

影響を定性的に予測 

・事業計画とコミュニティ施

設等の位置図の重ね合わせ

により改変の程度を予測 

地域交通 ・自動車交通、バ

ス等の公共交通

又は歩行者・自

転車交通 

交差点方向別交

通量 

渋滞長 

信号現示  

・既存資料調査 

・現地調査 

(事業実施区域及びそ

の周辺、資材運搬等の

車両の走行ルート上の

地点、平日の 1回、24

時間) 

工事中 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

交通量・交通流の変化の程度 

・交通量：現況交通量及び周

辺開発による増減から設定

した工事中基礎交通量に、

資材運搬等の車両による発

生集中交通量を付加させる

ことで、工事中交通量を予

測 

・交通流：工事中交通量の現

況交通量からの増加割合等

から、将来の交差点需要率

を予測 

・道路の状況 

道路の分布 

交通経路の実態 

道路の構造 

・交通安全対策の

状況 

・交通事故の状況 

・既存資料調査 

・現地調査 

(1 回) 

工事中 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

交通安全の変化の程度 

・交通量・交通流の予測結果、

対象道路の交通安全対策の

状況、環境保全措置等に基

づき、歩行者、自転車に対

する交通安全への影響を定

性的に予測 

・バス路線、バス

本数、バス走行

時間の状況 

・既存資料調査 工事中 

・資材運搬等の車両の走行に伴う

バス走行時間の変化の程度 

・交通量・交通流の予測結果

に基づき、バス走行時間へ

の影響を定性的に予測 

・その他の予測・

評価に必要な事

項（発生集中交

通量の多い施設

の分布状況、学

校、病院その他

の環境の保全に

ついての配慮が

特に必要な施設

及び住宅の分布

状況、用途地域

指定及び土地利

用、道路等に係

る計画） 

・既存資料調査   



 

 

 

 

 

 

 

 

第 9 章 第 8 章の選定についての市長の 

技術的助言の内容 
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第9章  第 8 章の選定についての市長の技術的助言の内容 

 

「第 8 章 環境影響評価の調査項目及び調査方法」の選定について、市長の技術的助言を求

めた箇所はない。 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 10章 調査結果の概要並びに 

予測及び評価の結果 



 

 

  



 

 

 

 

 

 

 

 

10.1 大気質 
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第10章 調査結果の概要並びに予測及び評価の結果 

10.1 大気質 

10.1.1 調査 

工事の実施に伴い、大気質への影響が想定されることから、大気質に係る既存資料調査及

び現地調査を行った。 

 

調査内容 

大気質の状況 

窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)、浮遊粒子状物質及び粉じん(降下ばいじん)の状況

を調査した。 

環境影響要因別の調査項目は、表 10.1-1 に示すとおりである。 

 

表 10.1-1 大気質の調査項目 

環境影響要因 

窒素酸化物 

(一酸化窒素、二

酸化窒素) 

浮遊粒子状 

物質 

粉じん 

(降下ばいじん) 

工事中 

建設機械の稼働 ○ ○  

資材運搬等の車両の走行 ○ ○ ○ 

堤体等の工事(掘削含む) 

工事用道路等の設置工事 
‐ ‐ ○ 

 

気象の状況 

風向・風速、気温、大気安定度(日射量、放射収支量)を調査した。 

 

大気の移流 

大気の移流、拡散等に影響を及ぼす地形・地物の状況を調査した。 

 

その他予測・評価に必要な事項 

既存の発生源の状況、学校、病院その他の環境の保全についての配慮が特に必要な施設及

び住宅の分布状況を調査した。 
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調査方法 

調査方法は、表 10.1-2に示すとおりである。 

 

表 10.1-2 大気質の状況の調査方法 

調査項目 調査方法 

大気質の状況 

・一般環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質 

既存資料調査 「さいたま市の大気状況」（さいたま市環境局環境共生部環境対

策課ホームページ）等の整理・解析 

大気質の状況 

・一般環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質、粉じん(降下

ばいじん) 

現地調査 窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)： 

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年環境庁告示

第 38号）に定める測定方法 

浮遊粒子状物質： 

「大気汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年環境庁告示第

25号）に定める測定方法 

粉じん：(降下ばいじん) 

ダストジャー法（「衛生試験法・注解 2005（日本薬学会編）」に

定める測定方法） 

大気質の状況 

・沿道環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質、粉じん(降下

ばいじん) 

現地調査 窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)： 

「二酸化窒素に係る環境基準について」（昭和 53 年環境庁告示

第 38号）に定める測定方法 

浮遊粒子状物質： 

「大気汚染に係る環境基準について」（昭和 48 年環境庁告示第

25号）に定める測定方法 

粉じん：(降下ばいじん) 

ダストジャー法（「衛生試験法・注解 2005（日本薬学会編）」に

定める測定方法） 

気象の状況 

・風向・風速 

・気温 

・日射量 

・放射収支量 

既存資料調査 風向・風速 地域気象観測所、一般局の観測資料の整理・解析 

気温 

日射量、放

射収支量 

現地調査 地上気象 風向・風速、気温、日射量： 

地上気象観測指針（気象庁）、その他の気象庁の指

針等に定める観測方法 

放射収支量： 

「発電用原子炉施設の安全解析に関する気象指

針」（平成 13 年 4月、原子力安全委員会）に示す

方法 

大気の移流、拡散等に影響

を及ぼす地形・地物の状況 

既存資料調査 「地形図」（国土地理院）等の資料の整理・解析 

その他の予測・評価に必要

な事項 

・既存の発生源の状況 

既存資料調査 固定発生源 「都市計画図」（埼玉県）、「住宅地図」等の資料の

整理・解析 

移動発生源 「道路交通センサス」（国土交通省）等の資料の整

理・解析 

現地調査 移動発生源

(交通量) 

「10.15地域交通」と同様 

その他の予測・評価に必要

な事項 

・学校、病院その他の環境

の保全についての配慮が

特に必要な施設及び住宅

の分布状況 

既存資料調査 「平成 29年度埼玉県学校便覧」（埼玉県教育委員会、平成 29年

8 月）、「埼玉県病院･救急診療所名簿」、（埼玉県、平成 29 年 9

月）「住宅地図」等の資料の整理・解析 

 



 

10.1-3 

調査地域・地点 

調査地域・地点は、表 10.1-3 及び図 10.1-1 に示すとおりである。 

 

表 10.1-3 調査地域・地点 

調査内容 調査地域・地点 

大気質の状況 

・一般環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質 

既存資料調査 事業実施区域近傍のさいたま市指扇局 

大気質の状況 

・一般環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質、粉じん(降下

ばいじん) 

現地調査 調査地域は事業実施区域及びその周辺とし、調査地点は以下の

とおりとした。 

一般環境調査地点 2地点 

浦和北高校付近(I-1)、西貝塚環境センター付近(I-2) 

大気質の状況 

・沿道環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質、粉じん(降下

ばいじん) 

現地調査 調査地域は調査計画書段階で想定された資材運搬等の車両の

走行ルート及びその周辺とし、調査地点は以下のとおりとし

た。 

沿道環境調査地点 5地点 

羽根倉橋東交差点付近(E-1)、警察機動センター付近(E-2)、

大宮カントリークラブ付近(E-2’)※1、高木バス停付近(E-3)、

開平橋左岸側付近(E-4) 

気象の状況 

・風向・風速 

既存資料調査 事業実施区域近傍のさいたま地域気象観測所、さいたま市指扇

局 

気象の状況 

・気温 

既存資料調査 事業実施区域近傍のさいたま地域気象観測所 

気象の状況 

・日射量 

・放射収支量 

既存資料調査 事業実施区域に最も近い測定局である埼玉県環境科学国際セ

ンター局 

気象の状況 

・風向・風速 

・気温 

・日射量 

・放射収支量 

現地調査 事業実施区域及びその周辺 2地点 

健保組合運動場付近、大宮国際ゴルフ場 

大気の移流、拡散等に影響

を及ぼす地形・地物の状況 

既存資料調査 事業実施区域及びその周辺、調査計画書段階で想定された資材

運搬等の車両の走行ルート及びその周辺 

その他の予測・評価に必要

な事項 

・既存の発生源の状況 

既存資料調査 固定発生源：事業実施区域及びその周辺 

移動発生源：調査計画書段階で想定された資材運搬等の車両の

走行ルート及びその周辺 

現地調査 移動発生源(交通量)：調査地点は「10.15 地域交通」の調査地

点のうち、沿道環境調査地点付近に該当する地点。 

その他の予測・評価に必要

な事項 

・学校、病院その他の環境

の保全についての配慮が特

に必要な施設及び住宅の分

布状況 

既存資料調査 事業実施区域及びその周辺、調査計画書段階で想定された資材

運搬等の車両の走行ルート及びその周辺 

※1大宮カントリークラブ付近(E-2’)は、周辺工事の影響を考慮し、警察機動センター付近(E-2)の代替地点と

して設置した調査地点であり、浮遊粒子状物質のみ調査を実施した。 
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図 10.1-1(1)  大気質の調査地域・地点(既存資料調査) 
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図 10.1-1(2)  大気質の調査地域・地点(現地調査：一般環境) 
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図 10.1-1(3)  大気質の調査地域・地点(現地調査：沿道環境)  
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調査期間・頻度 

調査期間・頻度及び調査内容は、表 10.1-4 に示すとおりである。 

 

表 10.1-4(1) 調査期間・頻度 

調査内容 調査期間・頻度 

大気質の状況 

・一般環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質 

既存資料調査 平成 26年度から平成 30年度までの 5年間の調査結果を整理 

大気質の状況 

・一般環境 

・沿道環境 

窒素酸化物 (一酸化窒

素、二酸化窒素)、浮遊粒

子状物質、粉じん(降下

ばいじん) 

現地調査 ・窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素) 

調査地点 I-1、E-1、E-2 

冬季:平成 26 年 2月 21～27 日(7日間) 

春季:平成 26 年 5月 22～28 日(7日間) 

夏季:平成 26 年 8月 14～20 日(7日間) 

秋季:平成 26 年 10月 3日～9日(7日間) 

調査地点 I-2、E-3 

冬季:平成 28 年 2月 16日～22日(7日間) 

春季:平成 28 年 5月 18日～24日(7日間) 

夏季:平成 28 年 8月 25日～31日(7日間) 

秋季:平成 28 年 10月 4日～10日(7日間) 

調査地点 E-4 

夏季:平成 29 年 8月 20日～26日(7日間) 

秋季:平成 29 年 11月 4日～10日(7日間) 

冬季:平成 30 年 2月 16日～22日(7日間) 

春季:平成 30 年 4月 20日～26日(7日間) 

・浮遊粒子状物質 

調査地点 I-1、E-1、E-2’ 
秋季:平成 28 年 10月 15日～21日(7日間) 

冬季:平成 28 年 12月 14日～20日(7日間) 

春季:平成 29 年 3月 10日～16日(7日間) 

夏季:平成 29 年 8月 4日～10日(7日間) 

調査地点 I-2、E-3 

夏季:平成 28 年 8月 25日～31日(7日間) 

秋季:平成 28 年 10月 4日～10日(7日間) 

冬季:平成 29 年 1月 19日～25日(7日間) 

春季:平成 29 年 3月 10日～16日(7日間) 

調査地点 E-4 

夏季:平成 29 年 8月 20日～26日(7日間) 

秋季:平成 29 年 11月 4日～10日(7日間) 

冬季:平成 30 年 2月 16日～22日(7日間) 

春季:平成 30 年 4月 20日～26日(7日間) 

・粉じん(降下ばいじん) 

調査地点 I-1、E-1、E-2 

冬季:平成 26 年 2月 7日～3 月 7日(１ヶ月間) 

春季:平成 26 年 5月 9日～6 月 11日(１ヶ月間) 

夏季:平成 26 年 8月 4日～9 月 3日(１ヶ月間) 

秋季:平成 26 年 10月 1日～31日(１ヶ月間) 

調査地点 I-2、E-3 

冬季:平成 28 年 2月 16日～3月 16日(１ヶ月間) 

春季:平成 28 年 4月 26日～5月 25日(１ヶ月間) 

夏季:平成 28 年 8月 4日～9 月 4日(１ヶ月間) 

秋季:平成 28 年 10月 3日～11月 2日(１ヶ月間) 

調査地点 E-4 

夏季：平成 29 年 8月 6日～9 月 5日(１ヶ月間) 

秋季：平成 29 年 11月 1日～30日(１ヶ月間) 

冬季：平成 30 年 1月 24日～2月 23日(１ヶ月間) 

春季：平成 30 年 4月 18日～5月 18日(１ヶ月間) 
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表 10.1-4(2) 調査期間・頻度 

調査内容 調査期間・頻度 

気象の状況 

・風向・風速 

・気温 

・日射量 

・放射収支量 

既存資料調査 風向・風速 平成 30年及び過去 10年のデータを整理 

気温 最新の資料とした 

日射量、放射

収支量 

現地調査 地上気象 1年間の連続測定とした 

健保組合運動場付近 

平成 25年 12 月 28日～平成 26年 12 月 31 日 

大宮国際ゴルフ場 

平成 28年 2月 1日～平成 29 年 1月 31日 

大気の移流、拡散等に影響

を及ぼす地形・地物の状況 

既存資料調査 最新の資料とした。 

その他の予測・評価に必要

な事項 

・既存の発生源の状況 

既存資料調査 固定発生源 最新の資料とした 

移動発生源 

現地調査 移動発生源

(交通量) 

「10.15地域交通」と同様 

その他の予測・評価に必要

な事項 

・学校、病院その他の環境

の保全についての配慮が

特に必要な施設及び住宅

の分布状況 

既存資料調査 最新の資料とした 

 

調査結果 

大気質の状況 

一般環境 

既存資料調査 

窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素) 

平成 30 年度の窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の調査結果は、表 10.1-5 に示

すとおりである。 

一般環境大気測定局であるさいたま市指扇局の二酸化窒素の日平均値の年間 98%値は

0.031ppm であり、環境基準を達成している。一酸化窒素の年平均値は 0.003ppm、窒素

酸化物の年平均値は 0.015ppm であった。 

また、過去 5 年間(平成 26 年度～30年度)の年平均値の推移は、表 10.1-6 に示すと

おりであり、概ね減少傾向となっている。 

 

表 10.1-5 窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の年平均値(平成 30年度) 

単位：ppm 

区分 測定局名 

二酸化窒素 一酸化窒素 窒素酸化物 

年平均値 
日平均値の

年間 98%値 

環境基準の

達成状況 
年平均値 年平均値 

一般環境大気測定

局 
さいたま市指扇局 0.012 0.031 ○ 0.003 0.015 

環境基準 

1 時間値の 1 日平均値が 0.04ppm から

0.06ppm までのゾーン内又はそれ以下

であること。 

－ － 

注）達成状況の「○」は環境基準を達成したことを示す。 
出典：「さいたま市の大気状況」（さいたま市、令和元年 9 月閲覧） 

「平成 30 年度大気汚染物質の常時監視測定結果について」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 8 月） 
「埼玉県大気汚染常時監視システム」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 9 月閲覧） 
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表 10.1-6 窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の年平均値の推移 
単位：ppm 

区分 測定局名 測定項目 
平成 26年

度 

平成 27年

度 

平成 28年

度 

平成 29年

度 

平成 30年

度 

一般環境大気

測定局 

さいたま市

指扇局 

一酸化窒素 0.005 0.004 0.004 0.004 0.003 

二酸化窒素 0.015 0.014 0.012 0.013 0.012 

窒素酸化物 0.020 0.018 0.016 0.017 0.015 
出典：「さいたま市の大気状況」（さいたま市、令和元年 9 月閲覧） 

「平成 30 年度大気汚染物質の常時監視測定結果について」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 8 月） 
「平成 29 年度大気汚染常時監視測定結果報告書」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 9 月閲覧） 
「埼玉県大気汚染常時監視システム」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 9 月閲覧） 

 

浮遊粒子状物質 

平成 30 年度の浮遊粒子状物質の調査結果は、表 10.1-7 に示すとおりである。 

一般環境大気測定局であるさいたま市指扇局の日平均値の 2%除外値は 0.038mg/m3 で

あり、長期的評価及び短期的評価の環境基準を達成している。 

また、過去 5 年間(平成 26 年度～30年度)の年平均値の推移は、表 10.1-8 に示すと

おりであり、概ね減少傾向となっている。 

 

 

表 10.1-7 浮遊粒子状物質の年平均値(平成 30 年度) 

単位：mg/m3 

区分 測定局名 年平均値 
日平均値の 

2%除外値 

日平均値が

0.1mg/m3を

超えた日が

2日連続の

有無 

環境基準の達成状況 

長期的 

評価 

短期的 

評価 

一般環境大気

測定局 
さいたま市指扇局 0.020 0.038 無 ○ ○ 

環境基準 
1時間値の 1日平均値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、1時間値

が 0.20mg/m3以下であること。 
注）達成状況の「○」は環境基準を達成したことを示す。 

長期的評価：日平均値の 2%除外値が 0.10mg/m3以下であり、かつ、日平均値が 0.10mg/m3を超えた日が 2 日以
上連続しないこと 

短期的評価：1 時間値が 0.20mg/m3以下であり、かつ、日平均値が 0.10mg/m3以下 
出典：「さいたま市の大気状況」（さいたま市、令和元年 9 月閲覧） 

「平成 30 年度大気汚染物質の常時監視測定結果について」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 8 月） 
「埼玉県大気汚染常時監視システム」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 9 月閲覧） 

 

表 10.1-8 浮遊粒子状物質の年平均値の推移 

単位：mg/m3 

区分 測定局名 平成 26年度 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 

一般環境大気

測定局 
さいたま市指扇局 0.026 0.025 0.023 0.019 0.020 

出典：「さいたま市の大気状況」（さいたま市、令和元年 9 月閲覧） 
「平成 30 年度大気汚染物質の常時監視測定結果について」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 8 月） 
「平成 29 年度大気汚染常時監視測定結果報告書」（埼玉県環境部大気環境課、令和元年 9 月閲覧） 
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現地調査 

窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の状況 

現地調査における窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の調査結果は、表 10.1-9に

示すとおりである。 

1 週間の調査期間における期間平均値は、一酸化窒素が 0.001ppm～0.015ppm、二酸化

窒素が 0.007ppm～0.015ppm、窒素酸化物が 0.009ppm～0.026ppm であった。 

 

表 10.1-9 窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の調査結果 

単位：ppm 

地点名称 
調査 

時期 

一酸化窒素 

期間平均値 

二酸化窒素 

期間平均値 

窒素酸化物 

期間平均値 

一般環境大気質

調査地点 I-1 

春季 0.002 0.009 0.011 

夏季 0.003 0.008 0.010 

秋季 0.002 0.009 0.011 

冬季 0.015 0.011 0.026 

一般環境大気質

調査地点 I-2 

春季 0.001 0.009 0.010 

夏季 0.002 0.007 0.009 

秋季 0.001 0.009 0.010 

冬季 0.007 0.015 0.022 
注）調査結果の値は、小数点以下第 4 位を四捨五入しているため、一酸化窒素と二酸化窒素の合計値が窒素酸化

物の値と一致しない場合がある。 

 

浮遊粒子状物質の状況 

現地調査における浮遊粒子状物質の調査結果は、表 10.1-10 に示すとおりである。 

1 週間の調査期間における浮遊粒子状物質の期間平均値は、0.011mg/m3～0.028mg/m3

であった。 

 

表 10.1-10 浮遊粒子状物質の調査結果 

単位：mg/m3 

地点名称 調査時期 
浮遊粒子状物質 

期間平均値 

一般環境大気質 

調査地点 I-1 

春季 0.015 

夏季 0.022 

秋季 0.028 

冬季 0.019 

一般環境大気質 

調査地点 I-2 

春季 0.016 

夏季 0.011 

秋季 0.020 

冬季 0.016 
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粉じん(降下ばいじん)の状況 

現地調査における粉じん(降下ばいじん)の調査結果は、表 10.1-11 に示すとおりで

ある。 

1 ヶ月の調査期間における降下ばいじん量の期間合計値は、0.9t/km2/月～19.0t/km2/

月であった。 

 

表 10.1-11 粉じん(降下ばいじん)の調査結果 

単位：t/km2/月 

地点名称 調査時期 
降下ばいじん量

期間合計値 

一般環境大気質 

調査地点 I-1 

春季 1.3 

夏季 5.7 

秋季 19.0 

冬季 3.2 

一般環境大気質 

調査地点 I-2 

春季 17.8 

夏季 14.6 

秋季 0.9 

冬季 1.3 
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沿道環境 

既存資料調査 

事業実施区域及びその周辺には、自動車排出ガス測定局はない。 

 

現地調査 

窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の状況 

現地調査における窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の調査結果は、表 10.1-12 に

示すとおりである。 

1 週間の調査期間における期間平均値は、一酸化窒素が 0.001ppm 未満～0.025ppm、

二酸化窒素が 0.006ppm～0.022ppm、窒素酸化物が 0.008ppm～0.047ppmであった。 

 

表 10.1-12 窒素酸化物(一酸化窒素、二酸化窒素)の調査結果 

単位：ppm 

地点名称 
調査 

時期 

一酸化窒素 

期間平均値 

二酸化窒素 

期間平均値 

窒素酸化物 

期間平均値 

沿道環境大気質 

調査地点 E-1 

春季 0.018 0.018 0.036 

夏季 0.012 0.016 0.027 

秋季 0.017 0.020 0.037 

冬季 0.025 0.022 0.047 

沿道環境大気質 

調査地点 E-2 

春季 0.012 0.009 0.021 

夏季 0.004 0.009 0.013 

秋季 0.004 0.012 0.015 

冬季 0.019 0.013 0.031 

沿道環境大気質 

調査地点 E-3 

春季 0.011 0.016 0.026 

夏季 0.007 0.008 0.015 

秋季 0.009 0.013 0.022 

冬季 0.022 0.021 0.043 

沿道環境大気質 

調査地点 E-4 

春季 0.001 未満 0.012 0.012 

夏季 0.002 0.006 0.008 

秋季 0.007 0.011 0.018 

冬季 0.002 0.012 0.013 
注）調査結果の値は、小数点以下第 4 位を四捨五入しているため、一酸化窒素と二酸化窒素の合計値が窒

素酸化物の値と一致しない場合がある。 
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浮遊粒子状物質の状況 

現地調査における浮遊粒子状物質の調査結果は、表 10.1-13 に示すとおりである。 

1 週間の調査期間における浮遊粒子状物質の期間平均値は、0.011mg/m3～0.029mg/m3

であった。 

 

表 10.1-13 浮遊粒子状物質の調査結果 

単位：mg/m3 

地点名称 
調査 

時期 

浮遊粒子状物質 

期間平均値 

沿道環境大気質 

調査地点 E-1 

春季 0.016 

夏季 0.021 

秋季 0.022 

冬季 0.022 

沿道環境大気質 

調査地点 E-2’ 

春季 0.013 

夏季 0.019 

秋季 0.027 

冬季 0.021 

沿道環境大気質 

調査地点 E-3 

春季 0.017 

夏季 0.011 

秋季 0.019 

冬季 0.017 

沿道環境大気質 

調査地点 E-4 

春季 0.029 

夏季 0.019 

秋季 0.024 

冬季 0.011 

注) 大宮カントリークラブ付近(E-2’)は、周辺工事の影響を考慮し、警察機

動センター付近(E-2)の代替地点として設置した調査地点であり、浮遊粒

子状物質のみ調査を実施した。 
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粉じん(降下ばいじん)の状況 

現地調査における粉じん(降下ばいじん)の調査結果は、表 10.1-14 に示すとおりで

ある。 

1 ヶ月の調査期間における降下ばいじん量の期間合計値は、0.4t/km2/月～17.2t/km2/

月であった。 

 

表 10.1-14 粉じん(降下ばいじん)の調査結果 

単位：t/km2/月 

地点名称 
調査 

時期 

降下ばいじん量 

期間合計値 

沿道環境大気質 

調査地点 E-1 

春季 3.3 

夏季 5.5 

秋季 13.0 

冬季 4.1 

沿道環境大気質 

調査地点 E-2 

春季 0.4 

夏季 5.3 

秋季 14.9 

冬季 4.3 

沿道環境大気質 

調査地点 E-3 

春季 5.4 

夏季 17.2 

秋季 1.9 

冬季 1.5 

沿道環境大気質 

調査地点 E-4 

春季 4.2 

夏季 2.1 

秋季 1.1 

冬季 3.9 
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気象の状況 

既存資料調査 

風向・風速 

さいたま地域気象観測所及びさいたま市指扇局の風配図(平成 30 年)は、図 10.1-2 に

示すとおりである。 

なお、さいたま地域気象観測所について過去 10 年(平成 20 年～29 年)の観測値を用い

て風向・風速の異常年検定を行った。その結果、平成 30 年のさいたま地域気象観測所に

ついては異常年でないと判定された。異常年検定の結果の詳細は、資料編に示すとおりで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：「気象観測データ」(気象庁ホームページ、令和元年 9月閲覧） 

図 10.1-2(1) 風配図(さいたま地域気象観測所 平成 30年) 

  

風向
出現率
（%）

平均風速
（m/s）

北 10.0 2.5

北北東 4.8 2.0

北東 3.5 1.8

東北東 4.3 2.1

東 5.7 2.6

東南東 3.4 2.3

南東 2.9 2.4

南南東 5.3 2.2

南 9.9 3.3

南南西 5.2 2.8

南西 2.4 1.7

西南西 2.0 1.4

西 2.4 1.2

西北西 4.5 1.4

北西 12.4 2.2

北北西 17.3 2.8

Calm 4.0 -

合計 100 2.3

Calm：0.4m/s以下とする。

平均風速における合計欄はCalmを含めた全風向の平均風速を示す。

調査期間：1年間(平成30年1月～平成30年12月)
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出典：「埼玉県の大気状況」(埼玉県環境部大気環境課ホームページ、令和元年 9月閲覧） 

図 10.1-2(2) 風配図(さいたま市指扇局 平成 30 年) 

 

気温 

さいたま地域気象観測所における気温の年平均値(平成 30 年)は、「第 3 章 地域特性 

3.2 自然的状況 3.2.1 大気質、騒音、振動、悪臭、その他の大気に係る環境の状況 (1)

気象」に示すとおりである。 

 

日射量、放射収支量 

埼玉県環境科学国際センター局における日射量及び放射収支量の年平均値(平成 30 年)

は、表 10.1-15 に示すとおりである。 

 

表 10.1-15 日射量、放射収支量の年平均値(平成 30 年) 

区分 測定局名 
日射量 
（MJ/m2) 

放射収支量 
（MJ/m2) 

一般環境大気
測定局 

埼玉県環境科学国際セ
ンター局 

14.5 7.6 

出典：「埼玉県の大気状況」(埼玉県環境部大気環境課ホームページ、令和元年 9月閲覧） 

 

 

  

風向
出現率
（%）

平均風速
（m/s）

北 9.6 1.3

北北東 4.2 1.1

北東 0.9 0.8

東北東 0.7 0.7

東 1.5 0.9

東南東 1.6 0.8

南東 7.3 1.3

南南東 6.9 1.7

南 2.9 1.2

南南西 1.8 1.0

南西 1.8 1.0

西南西 2.4 1.0

西 2.1 1.0

西北西 2.6 1.0

北西 11.8 1.7

北北西 11.2 1.5

Calm 30.7 -

合計 100 1.0

Calm：0.4m/s以下とする。

平均風速における合計欄はCalmを含めた全風向の平均風速を示す。

調査期間：1年間(平成30年1月～平成30年12月)
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10.1-17 

現地調査 

風向・風速、気温、日射量等 

健保組合運動場付近における気象調査結果は、表 10.1-16に示すとおりである。また、

風配図は図 10.1-3 に示すとおりである。 

年平均風速は 2.7m/s、最多風向は北、年平均気温は 14.8℃、年平均湿度は 72%、年平均

日射量は 14.8MJ/m2、年平均放射収支量は 6.5MJ/m2であった。 

 

表 10.1-16 気象調査結果(健保組合運動場付近) 

項目 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間 

風速 

(m/s) 
平均 2.9  3.5  3.4  3.1  3.3  2.3  2.1  2.3  2.2  2.4  2.2  2.3  2.7  

風向 
最多

風向 
N N N N SSW N SSW N N N N N N 

気温 

(℃) 
平均 3.2  3.7  7.9  13.3  19.1  22.6  26.0  26.6  21.8  17.2  11.3  3.8  14.8  

湿度 

(%) 
平均 58  62  61  62  67  81  82  84  79  78  78  70  72  

日射量 

(MJ/m2) 
平均 11.2  12.3  15.2  19.3  22.0  17.3  19.6  17.0  14.9  11.6  8.5  8.7  14.8  

放射収支量 

(MJ/m2) 
平均 1.2  2.0  4.6  7.9  10.8  9.6  12.4  10.3  8.6  5.6  2.7  1.4  6.5  

注）調査期間は以下のとおりである。 

平成 26年 1月 1日～12月 31 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10.1-3 風配図(健保組合運動場付近) 

 

  

風向
出現率
（%）

平均風速
（m/s）

北 23.2 3.3

北北東 5.0 1.7

北東 3.4 1.5

東北東 3.1 1.8

東 3.2 2.5

東南東 5.2 2.7

南東 3.2 2.3

南南東 5.4 2.6

南 7.7 3.2

南南西 7.3 3.6

南西 2.1 1.8

西南西 1.2 1.5

西 1.2 1.2

西北西 1.9 1.4

北西 4.2 1.7

北北西 18.7 3.2

Calm 4.0 -

合計 100 2.7

Calm：0.4m/s以下とする。

平均風速における合計欄はCalmを含めた全風向の平均風速を示す。

調査期間：1年間(平成26年1月1日～12月31日)
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Calm： %4.0 

(m/s)
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：風向別出現頻度(%)
：平均風速(m/s)



 

10.1-18 

大宮国際ゴルフ場における気象調査結果は、表 10.1-17 に示すとおりである。また、風

配図は図 10.1-4 に示すとおりである。 

年平均風速は 1.8m/s、最多風向は北北西、年平均気温は 15.6℃、年平均湿度は 73%、年

平均日射量は 13.1MJ/m2、年平均放射収支量は 5.0MJ/m2であった。 

 

表 10.1-17 気象調査結果(大宮国際ゴルフ場) 

項目 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年間 

風速 

(m/s) 
平均 2.3  2.1  2.1  2.3  2.0  1.7  1.1  1.6  1.1  1.4  1.9  2.0  1.8  

風向 
最多

風向 
NNW NNW NNW NNW NNW SSE E NNW NNW NNW NNW NNW NNW 

気温 

(℃) 
平均 3.6  5.6  9.5  15.0  19.8  22.6  25.6  27.1  24.4  17.7  10.2  6.3  15.6  

湿度 

(%) 
平均 62  64  65  69  70  76  81  80  85  75  74  69  73  

日射量 

(MJ/m2) 
平均 10.3  11.4  13.8  15.9  19.4  16.1  15.9  16.5  11.2  9.6  8.1  8.7  13.1  

放射収支量 

(MJ/m2) 
平均 0.3  2.1  4.2  6.4  8.9  7.7  9.3  9.6  6.1  3.6  1.2  0.2  5.0  

注）調査期間は以下のとおりである。 

平成 28年 2月 1日～平成 29 年 1月 31日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 10.1-4 風配図(大宮国際ゴルフ場) 

 

風向
出現率
（%）

平均風速
（m/s）

北 6.4 1.3

北北東 2.4 1.0

北東 2.2 0.9

東北東 3.6 1.1

東 7.1 1.9

東南東 3.3 1.3

南東 4.8 1.5

南南東 7.5 2.7

南 4.7 2.7

南南西 1.4 1.3

南西 1.0 1.0

西南西 0.9 1.0

西 1.7 1.2

西北西 3.3 1.7

北西 10.1 2.7

北北西 22.3 2.7

Calm 17.4 -

合計 100 1.8

Calm：0.4m/s以下とする。

平均風速における合計欄はCalmを含めた全風向の平均風速を示す。

調査期間：1年間(平成28年2月1日～平成29年1月31日)
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